
2．新学士課程教育システムの基本的考え方

新潟大学

全学教育棟構副機構長　濱口哲

＝　はじめに

私、全学教育棟構で副機構長をやらせていただいて

おります溝口　哲です。今日の私のお話のエッセンス

は、今、河野先生がお話になったことでほとんど尽き

ているのですが、私のほうは、どういう考え方から、

新潟大学新学士課程教育システムを構築しようとして

いるか、今、我々はどういう状況にあって今後ビうい

うことを考えなければならない段階なのかということ

について、多少私見も含むのかもしれませんが、お話

をしたいと思います。私の話のあと、柴山先生から、

もう少し具体的なデータに基づいた現状についてのご

報告をお願いしたいと考えております。

このスライドは、ほとんど意味のないタイトルスラ

イドですが、ひとつだけ見ていただきたいのは私の所

属のところです。今回我々の新学士課程教育システム

に考えるに当たって、新潟大学教員の所属がどうなっ

ているかを改めて確認していただきたいのです。

私自身は、所属という意味では、教育研究院の自然

科学系に属していて、理学部の自然環境科学科、それ

から自然科学研究科研究科の環境共生科学専攻の担当

であるという立場です。つまり、本学の教員の多くは

教育研究院という人事単位に所属し、そこから教育観

織である学部と大学院に出て行って「担当している」

という形になっていることに注意していただきたいと

思います。

本日は、大体、五つぐらいのお話をしようかと思っ

ております。

まず、第1に、これは河野先生もお話になったこと

ですが、本学の教育目標というものと具体的施策がど

ういう関係のものとして考えているのかということで

す。第2には、それに伴って授業科目の有り方をきち

んとしたものにするために進めている改善策の説明を

します。それから、第3には、それに伴っての授業科

目開設体制の変更、これは今年度から始まっているこ

とですが、その仕組みの概要をお話しします。第4が

副専攻の設置です。そして、そういう状況の上で、5

番目に今後、主専攻プログラムをどういうふうに改善

していくか、この新たな体制のもとでどういう改善を

考えていく必要があろうかということをお話ししたい

と思います。

2）新潟大学の理念・目標と具体的施策

これは、最初に新潟大学が高校生向きに行っている

大学説明会のときのパワーポイントからいただいたも

のですが、「新潟大学の理念・目標」というのが善かれ

ています。

そこには、「新潟大学は高志（こし）の大地に育ま

れた敬慶質実の伝統と、世界に開かれた…　‥」

とありますが、さらに、「自立と創生を全学の理念と

して、教育と研究を通じて地域や世界の発展に貢献す

る」ことが新潟大学の目的だと善かれてあります。私

自身も、従来は、こういうものは所詮「お題目だ」と

いうようなイメージを持っていたことも事実ですが、

お題目ではすまないというのが法人化ということなの

だろうと思います。

それでその目的を踏まえて、次に、先ほど、河野先

生がおしゃっていたのですが中期目標、中期計画とい

うものがあって、そこに、その理念の実現と目的達成

の為に何をするのかということが、教育と研究と社会

貢献と管理運営の四つに分・けて書いてあります。

今日の課題は教育ですから、教育については何が書

いてあるかというと、「精選された教育課程を通じて

豊かな教養と高い専門知識を習得して、時代の課題に

的確に相応し、広範に活躍する人材を育成することに

（教育の目標を）置く」ということになっている。つ
まり、そういう意味では、我々が今やっている新学士

課程教育システムというのは、この教育の基本的目標

を実現するためにやっているのだということになると

思います。

それで新潟大学の教育目標ですが、このスライドで

は先の文章の中身を順番を逆にして記してありますが、

「時代の課題．に的確に対応して広範に活躍する人材を

育成する」というのが教育目標で、そのためには「豊

かな教養と高い専門知識」を修得してもらう、そして、

そのために「精選された教育課程を大学としてはきち

んと構築しなければいけない」そういう流れになって

いて、今我々が行っている新学士課程教育システムの

構築は、まさにこのことに取り組んでいるのだと理解

できるわけです。

それで、このことを順番に敷街してお話するのです

が、「時代の課邁に的確に対応して広範に活躍する人

材」というお話、極めて当たり前のお詰って言えば当

－83－



たり前のお話なのですが、少し理屈を考えてみたいと

思います。

まず、「時代」をどのように認識するかですが、先

般の中教審の答申等で言われてることなのですが、21

世紀は「知識基盤社会」であるということが言われて

います。それでは、知識基盤社会とは何かというと、

知識はグローバル化する、さらに知識自身が日進月歩

で、絶え間ない競争と技術革新、そして常にパラダイ

ム変換、つまり単にその内容がどんどん新しくなると

いうだけはでなくて、パラダイム転換を伴いながら知

識というものが進展していくのが21世紀の知識基盤社

会なのだというお話になっています。そうであるとす

ると、そこでは、幅広い知識と柔軟な思考力に基づく

判断というものが重要になるということになります。

もうひとつの要素は「性別や年齢を問わない参画」と

いうものを促進しなければいけない。そういう意味で

は、21世紀の知識基盤社会というのは「生涯学習社

会」であるとVlうことになります。「生涯学習」とい

うお話になると、今でも公開講座・社会人教育のお話

のように受け取られがちなのですが、ここで言われて

る「生涯学習社会」というのは、「生涯にわたって勉

強し続ける社会」という意味で、そのような人になら

ないと21世紀の知識基盤社会を生きていくのは困難だ

と、そういう意味で使われているのだと思われます。

そうであるとすると、大学では生涯学習していく学習

人の基盤を作る、生涯学習してVlく能力を持った人材

を作るのが大学の役割ということになります。そうい

う観点から「広範に活躍する人材」というのは、生涯

学習する能力を身に付けた人材と。そこで、本学とし

ては、そこに「自立と創生」という理念をもってきて、

「自立した創造的学習者を作る」ことが本学のミッ

ションだという、そのような筋になると思います。

そこで、4年間の学士課程教育全体を考えるときに、

おそらく意外に重要な認識を言われているのだと思っ

ていますが、本学の（総務担当）理事副学長はそうい

う状況を、「大学の学部だとか専門の違いというのは、

相撲部屋の遺し1のようなもので、いずれにしろ同じ土

俵で相撲をとるのだ、どういう得意技で勝負するかと

いう違いが専門教育の違いで、学部の違いはいわば相

撲部屋が違うようなものだ」とおっしゃるのですが、

土俵を「知識基盤社会」と考えるとある程度一貫した

お話しとして理解できる私は考えています。

それで、「自立した創造的学習者」となるためには、

「豊かな教養と高い専門知識」を修得してもらわなけ

ればいけない。大学は、学生さんたちがそのように

育っていただくことを考えなければならないというこ

とになりますが、それは、別の言い方をすれば「深さ

と広さのある学習をする能力を養う」ということにな

ると忠心lます。つまり、大学で、広さと深さの両方が

ある学習を進めるというのが、21世紀の大学の学士課

程教育の重要な意味ということになります。

従来、広さというのは、いわゆる教養科目、教養教

育という形式で担うことになっていたわけですが、本

学としてはその部分を全学科目化、つまり授業科目の

属性として、これは教養に資するのか、専門に資する

のかということは決めないことにしました。学生自身、

もしくは教育課程として、どういう科目が教養に資す

るものであり、どういう科目が専門に資するものかと

Vlうことを決める、そうすることによって緻合大学の

全能力を活用した教育、学習が可能になるはずである、

そういう体制にしましょうというのが、今回行ったこ

とです。その全学科目化した科目をきちんと運用でき

るようにするために、分野一水準表示法を導入したと

いうことになります。

さらに、深さにつVlて言えば、実はいろんな深さが

ある。学習のコンセントレーションは、ひとつでなけ

ればならないのか、複数というのもあり得るのではな

いかということで、複数のコセントレーション、それ

も主専攻というきちんとしたペースがある上で、もう

ひとつ別にある種の探さのある学習をする機会を提供

するということで、副専攻というもの作りました。

目標に書かれていることですが、「精選された教育

課程の構築」をしなければならない。「精選された教

育課程」いうのは、これも言葉としてはきわめて当た

り前のことなのですが、そのための具体的な施策とし

ては、多分少なくとも二つのことをやらなければいけ

ないだろうと考えました。

その2つとは何かかということですが、一つは授業

科目の問題で、山つ一つの授業科目の内実というもの

をきちんとする、ということです。内実が伴わなけれ

ば、授業科目を全学科目化してもほとんど意味がない

わけです。それは、別の言い方をすると「単位の質保

障」という言い方もできると思います。単位の質をき

ちんとしようということ、それはまた表現を換えれば、

「授業内容の公共性を確保」ということになると思い

ます。つまり、教員のための授業ではない、「学生の

ための授業」と、「学生の学習の場として授業」とい

うことになるわけですが、ともかく教員には、「公共

性のある仕事として」授業を行って欲しいということ

です。そういう観点で、我々は2つの具体的施策に取

り組んでいます。

一つがシラバスの改善です。シラバスでは、到達目

標と評価基準の関係を明らかにする、つまり、シラバ

スを機能してちゃんと「働く」ものにするということ

です。シラバスを作成する作業そのものが、ある種、

授業内容の公共性の再認識みたVlなことになろうかと

思います。また、授業科目の分野・水準表示を行うと

いうのもこの授業内容の公共性の問題とつながるお話

だろうと思っております。

それからもうひとつは、個々の授業ではなく、教育

プログラムをいかに精選するかというのも非常に重要

な問題だというふうに思います。これは、学位の質保
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障ということで、中教審答申にも接々書かれているこ

とです。我々は、本学の教育プログラムを、到達目標

をきちんとイメージした教育プログラムにしなければ

いけないと思っています。そういう意味では、コース

シラバスというようなものをイメージして、授業改善

のときにシラバスというものを通じて授業改善をする

わけですが、教育コースについても、ある種コースシ

ラバスをきちんと整備する必要があるのかなと考えて

います。

それを、我々はとりあえず副専攻で試行しています。

「歩きながら考えている」というような部分もあって、

現行の副専攻プログラムが十分にそのように整備され

ているとはいえない部分もあるのですが、副専攻では

現在取り組みつつあって、今後、それを学部学科のし1

わゆる専門教育を主専攻プログラム化する際に、そう

いうことをどういうふうに実施していくかが、現在の

重要課題であると思います。

これが、今、我々が新学士課程教育の構築というこ

とで行っていることの概要ですが、以下、授業科目の

区分・と分野・水準表示法、授業科目の開設体制、そし

て副専攻について、個別に、多少繰り返しになります

が、お話したいと思います。

3）授業科目の在り方の改善　一科目区分の撤廃

と分野・水準表示法一

我々が行った第一のことは、授業科目区分・というも

のを撤廃することです。従来、新潟大学では全学共通

科目（教養科目）と専門科目という、授業科目区分を

設けていたわけですが、その区分、いわゆる教養科目

と専門科目の区分を撤廃するということを決断しまし

た。このことについて、学則などの様々な決まり事の

改正手続きが進められたわけですが、それが全学的に

そんなに抵抗なくやっていただけたというのは実は不

思議なことでもあると思っていますが、このことは極

めて重要な舵を切ったことを意味していると考えてい

ます。

ここに新潟大学のここ15年ほどの教育改革の歴史が

示してあります。書いてあることに多少私自身の私見

が含みすぎている部分もあることはお許しいただきた

いと思います。

平成3年の設置基準大綱化を受けて、本学では平成

6年だったと思うのですが教養部を廃止しました。全

学出動体制による教養科目するという体制になったわ

けです。私は、大学教育開発研究センター長になって

からいろVlろな全国の大学の事情というのを聴かせて

いただく機会があって感じるのですが、新潟大学の全

学出動体制というのはある意味で例外的に、極めて上

手くいった体制だと考えています。つまり、元々教養

部所属の先生方が各学部に分属したのですが、その先

生に教養科目の過重な負担が行くということがそれほ

ど強く起こらずに、各学部が教養科目を担う体制に移

れたということは、過去の教養教育の執行体制として

非常に努力もされたし、上手くやられたことだと思っ

ております。

それがどのような仕組みで行われることになったか

というと、委員会方式、つまり教養教育委員会、教養

教育実施委員会があって、その下に教養科目の科目分

類に従った部門学類が置かれた。その体制というのは、

多少言葉がきついのかもしれませんが、それはある意

味では、従来の教養部よりも脆弱化した仮想的教養部

であったということになります。もちろん、その中で

全学の英知を結集して教養科目の枠組みの改善がいろ

いろ進められました。つまり、新潟大学個性化科目と

いうのを作るとか、大学学習法を充実するとかいろい

ろな改善がされましたし、教養科目と呼ばれていたも

のを全学共通科目と呼び変えたのも非常に重要な改革

だったと思います。しかし、個々の授業科目の中身を

ということについて、組織的改善が進んだかというと、

この辺は私見と言わざるを得ないのですが、あまり、

その点は上手くいかなかったのではないかというふう

に考えております。なぜかというと、何を目的に、何

を以てその内容的な担保の基準として、教養科目の具

体的な内容について改善していくかは、はなはだ難し

いということだったと思えます。そうしたことを「組

織的取り組み」として議論していく場は残念ながら機

能し得なかったと言わざるを得ず、志の篤い教員の個

人的取り組みに委ねられざるを得なかったのではない

か。そして、その「志」に大学としての共通意志が働

きにくかったのではないか、ということです。

もう一つの問題は、専門課程の問題です。ここでは

あえて、専門「課程」と書いてあるのですが、脆弱化

した仮想的教養部が、教養が何かはともあれ、教養教

育をする、その結果として、専門課程が結局、大綱化

以降、大きな変更と根本的な意味での見直しをせずに

済んでしまったという問題です。実はこれも私の勝手

な言い分になるのかもしれませんが、高校から大学の

専門教育への接続等について、現在、いろいろな無理

がある。専門課程としての教育目標そのものが、先ほ

どの知識基盤社会へという時代の変化とうまく合致し

ているかというと、大いに疑問があるんだけれども、

その辺の抜本的な改革というのが、これまであまりな

されなかったのではなVlかと考えています。

そういう観点で、今回、教養と専門の授業科目区分・

をとりあえず撤廃した。撤廃して何が変わるかという

と、ひとつは従来の教養科目の授業内容の問題、これ

が全学科目になったということで、授業科目の内容を

何に対して担保するか、ということをはっきりたいと

いうことです。そこで、授業科目ごとに分野と水準を

示すコードを設定した。それはふたつの意味があって、

学生に対しては、授業科目の学問分野と水準を示さな

い限り、学生は選択のしようがない、したがって、そ

れをコードで表示するということですが、それと同時
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に、担当教官に対しても、担当している授業科目が

“どういう内容を持つべきものであるか”、“どういう

分野で、どうし1う水準のものとして自分が授業科目を

担当しているか”いうことをはっきりさせるという意

味があると思います。先に教養科目の授業内容の中身

の担保の基準をどこにもっていくかという問題がある、

というお話をしたんですが、学問区分・が付くわけです

から、教員は、学問分・野としての、極端にいえば、学

問の祭壇の前にひれ伏して、そこに照らして内実のあ

る授業を誠実にやるということになります。水準につ

いては、それぞれの学問分野としての内容の積み重ね

ということで、大学レベルの授業について、3、4、5

の3段階。それに、リメディアルレベルその他として

1、2を付けるということにしました。

分野・水準コードを付すことが具体的に何に関わる

かというと、授業科目の達成目標、到達目標とかかわ

るんだろう、と考えています。各授業科目の到達目標

によって分野・水準が付くと思われますが、もう少し

全学的な授業科目体制の整備が進むと、分野・水準

コードによって、授業科目の到達目標が定められると

いうことになると、コードを付ける意味はより明確に

なると思われます。ただし、授業内容そのものは、そ

れぞれの担当者がいろいろ工夫しておやりにならなけ

ればならないということは、言うまでもありません。

分野・水準コードにつVlてはまだまだ整備の途上に

あり、現状と問題点は次の講演で芝山先生が分析しま

す。

4）授業科目開設体制の変更　一学部・教育研究

院・全学教育棟構－

これまで述べた授業科目区分の変更の次のお話は、

授業科目の開設体制の変更のことです。最初に、私自

身の所属は教育研究院自然科学系で、担当が理学部で

あるとお話しました。従来、我ネは学部に、たとえば

私でしたら理学部の教貞だったわけですが、現在の所

属は教育研究院で、学部は担当を命ぜられている形に

なっています。今回、その仕組みを活用して授業科目

の開設体制を抜本的に変更しました。

我々は、学部を担当しているということで、カリ

キュラムを編成し、実施する責任をもっているわけで

すが、そうするとカリキュラムを編成するためにはこ

ういう授業が必要だとか、学生教育にはこういうもの

が必要だということで、必要な授業科目がでてくる。

その開設要請を全学教育棟構にたいして行う。全学教

育棟構では、新潟大学9学部からの授業開設要請を受

けて、いろいろな観点から授業科目を調整して、次年

度開設する授業科目を決め、それらの授業科目の担当

者の派遣を教育研究院の学系に要請する。学系では、

授業担当者を決定し、全学教育棟構に報告し、それを

受けて、全学教育機構が整理した上で全学に公示する。

公示された全学の授業科目を使って、学部が教育を実

施する。カリキュラムを実施し、学生指導を行うこと

が学部の仕事となる、ということになります。

繰り返しになりますけれども、そういう意味で教育

観織である学部学科（課程）と、全学教育職構、さら

に人事組織である教育研究院の学系が、それぞれどう

いう機能をもっているかという観点で整理したのがこ

の囲です。教員の仕事という観点から整理すると、教

員は教育研究院の学系にいて、（丑学部学科を担当する

立場でカリキュラムを作成、教育プログラムを作って

学生を指導すると同時に、②授業を担当する、個々の

授業を原則として全学に向けて実施するということに

なります。従来は、敦貞も学生も学部のなかに入って

いましたから、学部の中で閉じて教育活動が行われて

いたのですが、教員は今や、主に担当している学部の

学生に対する教育責任以外に、授業を通じて全学の学

生の教育費任を担っていることになります。そういう

責任をもっているのが、今の教員の立場だということ

になる。それが授業科目開設体制の変更の趣旨と言う

ことになります。

5）副専攻制度の設置
副専攻については平成16年度から始まっていること

ですので、皆さんはある程度ご承知の通りだと思いま

すが、主専攻にたいしてもう少し小さな単位で集中し

た学習を促そうというお話です。制度自身は、いろい

ろな科目を選んで副専攻プログラムを作り、学生に捷

示し、認定要件を満たした学生について、副専攻認定

をする制度です。そこで、学部学科というものに匹敵

するものはなにかというと、副専攻委員会の存在です。

副専攻委月余が副専攻プログラムの構築運営、改善を

行います。そこでは、達成日標を可能な限り計量可能

な（メジャーラブルな）到達基準として明示して、そ

れを達成することができるように教育プログラム（科

目リスト）を作る。そして、認定条件を設定して、認

定審査を行うということになります。

現行の副専攻が十分に出来上がっているわけではあ

りません。我々は、ここでも歩きながら整備を進めて

おり、諸課題については次の講演に譲りますが、副専

攻プログラムの設置でますます明らかになったのは、

ここで本学の教育改革のおそらく一番重要な問題とし

て、主専攻プログラムの問題にそろそろわれわれとし

ても手をつけなければいけないだろうという点だと思

います。

6）主専攻プログラムの再構築へ

主専攻プログラムというのは、現行の学部・学科と

か、課程の教育プログラムのことです。学位の内実と

いう問題、内実のある学位を出さなければいけない、

国際的通用性のある学位にしなければいけないという

ことが今大学に要請されている重要な課題で、そこに

はいろいろな問題が存在します。たとえば、現在学科
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毎に卒業要件が定められ、学科等の専門科目の表（学

部規則の別表）が示されているわけですが、では、卒

業要件が主専攻プログラムなのでしょうか。卒業要件

は学科の専門科目の履修を求める以外に、様々な条件

が付されていますが、そもそも、卒業要件全体が「主

専攻プログラム」というべきものなのか、それとも学

科の専門科目分・が主専攻プログラムなのか、その辺を

はっきりする必要があると思われます。

つまり、教養教育と専門教育を総合した「有機的一

貫カリキュラム」ということが、大綱化以降ずっと言

われていることですが、それ自身をどういうふうに考

えるかということもこの辺りにあるのではないかとい

うふうに思います。簡単に言えば、主専攻プログラム

とは124単位なのか、あるいはその内の80～90単位の

話なのかという問題です。

主専攻プログラムをどう考えるかいうことにひとつ

問題がある。それで、そこで考えなきゃいけなし1のは

学位という問題で、内実のある学位ということです。

本学の学位は、ほとんどが学部単位になっています。

教育人間科学部では複数の学位を出していますが、他

は、理学・工学・農学といった「学士」という学位を

だしているわけです。しかし、教育プログラムという

意味で、大学は学部単位の教育プログラムでやってい

るかというと、多くの学部では、おおむね学科だとか

課程だということになっていると思います。形式のこ

とではなく内実の問題であるとすると、学位という最

終的に学外に提示するものをどういうふうに担保する

かということを考えると、学部と学科の関係を整理す

る必要があると思われます。

また、各学部、あるいは学科で、教育プログラムと

しての基準に則って、つまり外部から計測可能な形で、

達成目標、到達目標がイメージされているかというと

いまだ抽象的なものに留まっていて、到達目標に即し

てカリキュラム自身が適切かどうかということをどう

やって検証するのかということになると、やや頭を抱

えるような状況が、現状においてはあるのではないか

と思います。

もう一つの問題は、学科というのは人事単位では無

くなったわけです。つまり、教員は学科に所属せず、

教育研究院の所属で学科を担当するというかたちに

なった以上、その教育単位としてプログラムを構成す

る授業科目は、学科を担当する教員の制約をはずれた
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はずだという問題です。プログラムを構成する授業科

目の中に、学科に所属しているという理由で設けられ

ている“属人的な”っまり、あの先生がいるからこの

授業があるいうような授業科目というのはないのかと

Vlう問題です。端的な例という意味で言えば、各学部

学科で開設している専門科目の数というものがどう

なっているかという問題。卒業要件はほとんどの学部

学科で124単位でありながら、各教育単位の別表科目

に大きな違いはないのか。これはまだきちんと調査し

ていないので確かなことはここで申し上げられません

が、もし、担当教貞が多く、結果として別表を構成す

る授業科目数が多いところについては、そこに合理的

理由があり得るのか。担当教員数が少ないから授業科

目が少ないということでは筋が通らないのではないか

と、その辺をある程度きちんとしなければならなし1の

ではないかと思っています。

ここに書いてあるのは主専攻プログラムの形の一つ

の例示ですが、例えば今の学科とかコースというもの

をひとつの主専攻プログラムと考えて、そこに修了要

件を定める。それで、そのプログラムを作るのに学科

コースみたいなものとしての計測可能な到達目標・達

成目標を明示して、それによってコースプログラムと

いうものを作る。それで、プログラムとしての修了要

件を定めるということではいかがという提案です。で

は、学位はというと、例えば、理学部でいえば6学科

分・、その6学科のうちいずれかの主専攻プログラムを

修了し、理学部共通の学位要件として、給単位数124

単位の取得と、加えていくつかの要件というような形

に整理出来るのではないかと思います。もちろん、

124単位そのものを主専攻プログラムとして、それを

一つの学位の中に複数立てるという考え方もありうる

と思うのですが、今後、こういうことをたたき台とし

て主専攻プログラムの有り方を議論していきたいと考

えてVlます。

これまで、多少抽象的なお話をしました。今、お話

したことは、我々がやろうとしていることはこういう

ことだという、いわば全体像です。では、現状が、内

実が伴っているかということについては、少なからぬ

問題があると思います。その辺について、次に柴山先

生からデータに即したお話をしていただこうかと思い

ます。



［亘可

頓戎濫琵謡

新潟大学「新学士課程教育」構築
の現状と課題

Ⅰ．新学士課程教育システムの基本的考え方

新潟大学　全学教育機構　副機構長

溝　口　哲

所属自然科学系
担当理学部自然環境科学科
自然科学研究科璃境共生科学専攻

隠滅藍…誌

＜新潟大学の教育目標＞

0時代の課題に的確に対応して広範に活躍
する人材

0豊かな教養と高い専門知識を修得

○精選された教育課程の構築

壬
新学士課程教育シ果テム

団還器誌

1．教育目標と具体的施策

2．授業科目の在り方の改善
科目区分撤廃／分野・水準表示

3．授業料目開設体制の変更
学部・教育研究院・全学教育機構

4．副専攻制度の設置

5．主専攻プログラムの再構築へ

この理念の実現と目的の達成。ために，　随還誌

1．教育の基本的目標を．精選された教育課程を通じて，豊
かな教養と高い専門知識を修得して時代の課題に的確に
対応し，広範に活躍する人材を育成することに置く．

2．研究の基本的目標を，伝統的な学問分野の知的資産を
継承しながら，総合大学の特性を活かした分野横断型の
研究や世界に価値ある創造的研究を推進することに置く．

3．社会貢献の基本的目標を，環日本海地域における教育
研究の中心的存在として，産官学連携活動や医療活動等
を通じ，地域社会や国際社会の発展を支援することに置く

4．管理運営の基本的目標を，国民に支えられる大学として
の正統性を保持するために．最適な運営を目指した不断
の改革を図ることに置く。

仲期目標・中期計画）

時代の課題に的確に対応して広範に　囲盛濫…誌
活躍する人材

・時代21世紀は「知識基盤社食」
知識のグローバル化
知識は日進月歩、絶え間のない競争と技術革新
パラダイムの転換を伴う知識の進展

幅広い知識と柔軟な思考力に基づく判断の重要性
性別や年齢を問わない参画の促進

「生涯学習社会」

・広範に活躍する人材

生涯学習する能力を身につけた人材

「自立した創造的学習者」←→「自立と創生」全学の理念

学生主体の新学習観に基づく授業改善
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［亘：亘］

豊かな教養と
高い専門知識を修得

回遊…誌

深さ縛e押糖広さ紳輔鞘のある学習を行う

○広さ
総合大学の全能力を活用した学習の可能性

全痙業科目を“全学科目”化
→→　分野一水準表示法

0深さ
主専攻と副専攻

回議器…誌

1．教育目標と具体的施策

望駅授業料目の在り方の改善
科目区分撤廃／分野丑水準表示

3．授業料目開設体制の変更
学部・教育研究院■全学教育機構

4．副専攻制度の設置

5．主専攻プログラムの再構築へ

分野・水準表示法 薗還≡誌

授業科目毎に分野と水準を示すコードを設定する。

①学生に、授業科目の学問分野と水準を示す

②担当教員に授業科目の”公共性“の確保を要請する

☆分野は学問分野の区分

教育プログラムに即したものではない

☆水準：内容の積み重ね

大学レベルの授業：3／4／5の3段階

分野・水準→→→授業科目の達成日横

内容方法は或る程度の個々の担当者のエ夫

精選された教育課程の構築随盛還誌

・開設授業科目の精選＞＞＞＞単位の質保証
授業内容の’’公共性”の確保

→→　シラバスの改善

「到達目標←→評価基準・方法」

→→　授業科目の分野覆凍準表示

・達成目標を明示した教育プログラムの提示

＞＞＞＞学位の質保証

→→“ヨ出講封シラパスの整備

「専門課程」＋　　　　囲戎藍器誌

「脆弱化した教員課程
大綱化／教養部廃止以降：全学出動体制による敏幸科目

「委員会－→→部門・学類」体制

→→　脆弱化した仮想的教養部

教養科目の枠組みの改善は可能、
しかし、教養科誹群中身”の改善は進まない。

専門課程は相変わらずの専門課程

l教養科目の内容の担保
専門教育を含めた学士課程教育の改善

授業料目区分く教養科目vs専門科目）の撤廃

頓議還誌

1．教育目標と具体的施策

2．授業科目の在り方の改善
科目区分撤廃／分野・水準表示

乱授業料日間設体制の変更
学部ガ教育研究院尊堂学教育機構

4．副専攻制度の設置

5．主専攻プログラムの再構築へ
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［亘：亘］

授業科目の開設　　　　　固還誌
場数青線織：学部モ学科犠課程）

随戎還…誌

教育プログラムの構築・運営一改善

必要な授業科目の開設を機構に要請

学生の履修・厚生・キャリア形成などの指導

場全学教育機構
開設授業科目（分野■水準表示付）の決定

担当者の派遣を教育研究院に要請

担当者一曜限を含めた開設授業科目の公示

暢敵背研究院
授業担当者の決定と派遣

団戎藍…誌

1．教育目標と具体的施策

2．授業科目の在り方の改善
科目区分撤廃／分野・水準表示

3．授業料目開設体制の変更
学部■教育研究院一全学教育機構

軋副専攻制度の設置

5．主専攻プログラムの再構築へ

副専攻プログラム 固戎藍≡詰

・副専攻委員会
副専攻プログラムの構築・運営・改善

・達成目標の明示
”計測可能な“到達基準

・到達基準に則した授業科目リストの作成
コア科目と関連科目の区分

・認定条件の設定

・認定審査
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随感還器誌

1．教育目標と具体的施策

2．授業科目の在り方の改善
科目区分撤廃／分野・水準表示

3．授業料目開設体制の変更
学部・教育研究院・全学教育機構

4．副専攻制度の設置

5．主専攻プログラムの再構築布

囲還器謡

課題　主専攻プログラムのあり方の検討

例：専門に即したコースプログラムに

現行の学科t課程・コースの科目リストを基礎に主専攻
プログラムを構築する。→→60～75単位程度で修了

計測可能な達成目標を明示

個々の到達基準に即した授業科目編成
授業料目の体型性の明示（分野・水準表示／履修要件）

プログラムとしての修了要件（必修・選択・選択必修など）

学位基準を主専攻プログラムとは別に定める。
124単位以上の単位取得

◎◎、X：X、AA‥・のいずれかの主専攻修了

外国善吉00単位、・・・・・■・・‥

主専攻プログラム　　窃還誌
学部・学科・課程の教育力リキュラ皇

私嵐韓項目祖粥学位の内案＞
・主専攻プログラム
卒業要件　or学科などの専門科目群？
教養と専門の”有機的一貫“カリキュラム？

・l‘学位けに即しているのか
学位区分は概ね「学部」

・（計測可能な）達成目標は明示されているか？

・学科は人事単位ではなく、教育単位
プログラム主導の授業科目編成
属人的授業科目は？
プログラムを構成する専門科目の数は？
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